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東日本大震災事業者再生支援機構の設立に関する

パンフレットの周知について

　今般、内閣府東日本大震災事業者再生支援機構設立準備室より、下記の通り、

二重債務問題を抱える医療機関等の事業再生支援を目的として、3月に設立が予

定されている東目本大震災事業者再生支援機構に関するパンフレット周知の協

力依頼がありましたので、貴会会員各位に周知方お願い申し上げます。

　なお、本通知文は、北海道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、埼玉、

千葉、新潟、長野の各県医師会にお送りしております。

記

0パンフレットr東日本大震災事業者再生支援機構が設立されます」（内閣府）

　当該資料は、内閣府のホームページ（トップページ　〉　内閣府の政策　〉

東日本大震災事業者再生支援機構設立準備室　＞　東日本大震災事業者再生支

援機構が設立されます、

http：／／㎜．cao．go．jp／shien－kiko／p〔if／20111216shien－kiko＿pamph．pdf）よ

り、ご覧いただけます。

【参考】

・株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の被災地域（内閣府）

以上



東日本大震災で被災された事業者の二重債務問題に関し

事業者の債務の負担を軽減しつつ．その再生を図るため、

r東日本大震災事業者再生支援機構』が設立されます。

※株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法：平成23年11月28日公布

設立の趣旨

　東日本大震災事業者再生支援機構（支援機構）は、東日本大震災による被害によ

　り、過大な債務を負っている事業者であって、被災地域で事業の再生を図ろうとす

　る皆様に対して、金融機関等が有する債権の買取り等を通じ、債務の負担を軽減し

　つつ、その再生を支援することを目的とする株式会社です。国が設立し、金融機関

　等と連携して支援を行います。

設立の時期

　来春には支援機構を設立し、業務を開始できるよう、準備を進めてまいります。

支援の内容

裏面をご覧ください。

支援相談窓口

　事業者の皆様の利便性を考慮して、r産業復興相談センター」を始め、被災地域ほ

　か各地の関係機関においても、支援のご相談・申込みを受け付けることができる体

　制を整えるよう努めてまいります。

お問い合わせ先

内閣府東日本大震災事業者再生支援機構設立準備室

　　　　　　　03－5545－7408
　htts：／〆form．cao．o．’1shien－kikoloinion－0002．htmI



支援機構による支援の内容

対象事業者

東日本大震災によって被害を受けたことにより、過大な債務を負っている事業者で

あって、被災地域における債権者その他の者と協力して、その事業の再生を図ろ

うとする方です。小規模企業者、農林水産事業者、医療福祉事業者などを含みま

す。（大企業、第三セクターは対象外です。）

支援の内容

①1日債務の整理

　◎　金融機関等からの債権の買取り

　　　…事業再生計画を前提として金融機関等と調整を行います。

　　　…リース債権や信用保証協会等の求償債権も含みます。

　　　…債権の買取価格は、事業再生計画、被災地域の復興の見通し、再生支

　　　　援後の事業者の経営状況の見通し、担保財産の価格の見通し等を勘案

　　　　した適正な時価となります。

　◎　債権の買取り後、経営状況等を勘案した上で、一定期間の弁済猶予、債

　　　務の一部免除等を行うことが可能です。また、第三者保証人の保証債務

　　　等について免除することができます。

②新事業の支援

　◎　専門家の派遣・助言（支援を申し込もうとする方に対しても、事業再生に

　　　関する助言を行います。）

　◎　債務保証、出資、つなぎ融資等

支援の申込み

次の書面を添付していただきます。

　◎　事業再生計画（事業再生のおおよその見通しを記載したもの）

　◎　支援決定後に金融機関等が出融資を行う約束を証する書面（再生支援に

　　　当たっては、金融機関の追加融資等が条件になります。）

支援決定．支援期間

◎　支援決定は、支援機構設立日から5年以内に行われます（1年延長可）。

◎　支援期間は、支援決定の日から最長15年です。



株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の被災地域
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二号：原発事故に関する原子力災害対策本部長（内閣総理大
　　　臣）による農林水産物の出荷制限指示又は都道府県知事

　　　の出荷等制限要請に係る地域

　主務大臣（総理、総務、財務、農水、経産）告示により地域

　（市町村）を指定


